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東南アジア諸国への法整備支援と開発法学の展開 :
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の人材の育成、③法の適用を受ける市民の側の法の利用能力の向上、および④法に関する社会調査や法情報のインフラ整備に及ぶ広範囲の活動を含んでいます。こ ように法整備支援は単に立 支援に どまらず、 をつくり、解釈・適用し 社会問題を解決す ため 関連諸制度を広く含む意味では、法制度整備支援というのが適切で、スライドではこの表現を用いていますが、口頭では手短に法整備支援と呼ばせていただきます。　
日本の法制度整備支援は立法支援、法曹人材の育成支援を中心に、二〇年以上にわたって展開されてきまし












































































政策を着実に遂行し、その過程 生じる多様な紛争に対して裁判所が公平な裁判を提供する良い政府に支えられて、国内市場が発展 国内外の資本による主体的な企業活動が活発化する一方で、非政府・非営利の組織がセーフティネットを広げることにより、政府が主導しつつも、民間 主体となって、政府と市場 企業と市民社会の間に健全な緊張関係が成り立つことです。これが良い統治の理念型といえ でしょう。　
しかし、それは言うは易し、行うは難しです。例えば、法制度整備支援のために最も多くの人と資金が投入









































仕事を取る」 つまり、自国法に近い法を相手国に移植することが、自国のビジネスに有利であるという誤解により、アメリカとドイツを中心とする法制度整備支援「戦争」が過熱した時期がありました。この認識はその後大きく変わってきました。それは、相手国 歴史と現状に最も適合した法システムができることが、相手国はもちろん、日本を含む外国にとっても最も利益がある いうことです。このことは、近年、かつての法制度整備支援競争めいた状況の再燃も懸念さ る中 現在、改めて再認識を共有したいと考える点です。　
これに関連して、アジア諸国に法制度整備支援を行う意義として、将来ASEANプラス・アルファーによ












のテーゼを提示しましたが、戦争を抑止する要因として、共有された民主制とともに、相互間の貿易と商取引を挙げている点に注目したいと思います。法制度整備支援が相手国との経済関係を深める紐帯となることは既に述べたとおりですが、さらに法制度整備支援の相手国が持続的な発展 達成 ためには、経済成長 成果を国民が衡平に分かち合い 市民の権利の擁護と市民法の教育の機会を拡大し 成長 両立可能な民主化を増進することが不可欠 。今後の法制度整備支援では、相手国 法整備が経済成長と両立可能な民主化の価値 実現 に通じるプロセスを提示してゆくこ が重要で それは「アラブの春」の民主化とは相当に異なるものがあるでしょう。　
このように、法制度整備支援は、①経済政策の面にとどまらず、②安全保障政策や外交政策、特に「司法外



























































































ruyter, 1972 〔松尾弘訳『法解釈学入門』 （慶應義
塾大学出版会、二〇一六年） 〕 、
 III.1 ） 。このうち、③各国の歴史や文化、④社会構造を考慮に入れた解釈、そ
して、⑤それらの比較に基づく解釈は さ 法整備支援の実践 開発 学を通じてアプローチすることに最も適 います。　
私も法制度整備支援の一環として、ネパール北部のチベット文化圏にあるムスタンと、インド国境に近い南













たいと思います。ベトナム、ラオス ネパールでは、責任無能力者たる未成年者や精神障害者の不法行為に対しては親権者または後見人が絶対的な責任を負うもの され います。　
他方、カンボジア、日本、ドイツでは監督義務 が 義務を怠らなかった場合の免責を認めています。法











は、けっして法律家に限られ ものではありません。私たちは職場や生活の場で、日々様々な規準や規格や仕組みを作り出 、変更していま 。それ 必ずしも狭い意味での法的なルールではありませんが、現実の仕事や生活に密着した制度の一部です。法制度整備支援でいう「制度」はそういう広い意味 の制度を含意 います。そういう身近なルールを、たとえ小さなものでも、作り出し、改善することに貢献することは、すでに
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それ自体が法制度整備支援の活動に通じるものがあります。先に言及した対談で、大村教授がいみじくも述べていたことですが、 「社会の仕組みを改善していくやり方はいろいろあるけれど、皆さんいろいろなところで、いろいろな ができますよ。職場で直面した問題について、今勉強したことをもとにして、一ついい仕組みを作れば、世の中に大きな影響を及ぼしうるかもしれないし、そうでなくても一定の小さな影響は生じるでしょう」 、そういうメッセージを開発法学は含んでいるような気がすると指摘されています（大村敦志「 『法学教育』をひらく」 （第六回）
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01 ） 。
　
本日のお話が、法制度整備支援と開発法学への幅広い関心を引いていただくための小さなきっかけになりう
れば幸いです。
